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【研究論文】（投稿）

地方銀行に よ る地域密着型 金融の 推進 と

　　　　　M ＆ A ・ 事業承継支援業務

　　　　　杉　浦　慶　
一

（株式会社日本バ イ ア ウ ト研究所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要　約】

　近年，中堅 ・中小企業 の 後継者問題 や M ＆A の 手法が注 目さ れて い る こ となどを背景 と し，地方銀行

が M ＆ A 支援業務お よ び事業承継攴援業務 を 強化 し て い る。本論文 で は，地方銀行 が M ＆ A 支援業務

およ び 事業承継支援業務を行 う意義 と必要性 を 明 らか に し，業務 を 遂行す る上 で の 留意点や 今後の あ り方

に つ い て 考察 した。後継者問題を抱 え る地域中小企業 の 事業承継 ニ
ーズ が 増加 して い く中で ，金融庁 も

「地 域密着型 金 融」 を 推進 し て お り，そ の ソ リ ュ
ー

シ ョ ン を 提 供 で き る t 体 と して の 地 方銀行 の 役 割 は 増

して い くが，銀行の 収益源泉 の 多様化 の 視点 の み で は な く，地域経済の 活性化 に 結 び 付 く案件 の 創出が 期

待 され る 。
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は じめに

　近年 ， M ＆ A 支援業務お よび事業承継支援業

務 に力 を入 れ る地方銀行 が増加 した 。
こ の 背景と

して は ， 中堅 ・中小企業の 後継者問題 や M ＆ A

の 手法が 注 目 さ れ る よ う に な っ た とい う こ とが指

摘で き る
〔
％ しか しな が ら，地 方銀行 に よ る M ＆

A 支援業務 ・事業承継支援業務 の 実態に つ い て

調査 した研究は少な い の が現状で あ る
（2）

。 そ こ で ，

本論文 で は，地方銀行が M ＆ A 支援業務 および

事業承継支援業務を行 う意義 と必 要性を 明ら か に

し，留意点や今後 の あ り方 に つ い て 考察す る 。 ま

ず ， 地 方銀行 に よ る M ＆ A ・事業承継支援業務

の強化 の 流れ と，地方銀行 に対 して実施 した ア ン

ケ ート調査の 結果の 分析を行い ， 現状を 明らか に

す る 。 次 に，地方銀行が M ＆ A 支援業務 ・事業

承継支援業務を行 う必要性 ・意義，組織体制構築

に 向けた方向性，銀行経営の 視点を勘案 した考え

方 に関す る考察 を行 っ た 上 で ，今後の研究課題 に

つ い て 指摘す る 。

1．地方 銀行 に よ る M ＆ A ・事業承 継支援

　 業務 の強化の 流れ

　2000年代 に入 り，地方銀行が M ＆ A 支援業務

およ び事業承継支援業務を強化す る動きが顕著 に

な っ て い るが ， さまざまな機関によ る後押しが あ っ

た 。 本節で は，当該業務の強化に つ な が っ た流れ

に つ い て概説 し ， 特に 「地域密着型金融」 の 基本

的な 考え方 に つ い て説明す る 。

（1） 当該業務の 強化の 流れ

　図表 1は ， 地 方銀行 によ る M ＆ A 支援業務 ・

事業承継支援業務 の強化を後押 し した と思 われ る

出来事を示して い る 。 まず ， 2000年代初頭に は，
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M ＆ A フ ァ
ーム や 政府系金融機 関が ，地方銀行

との ネ ッ トワ
ー

ク の 強化 を 開始 した 。 2000 年 5

月に は ， 日本 M ＆ A セ ン タ ーの 働 き掛け に よ り

「全国金融 M ＆ A 研究会」が発足 して お り，
200ユ

年 1月 には， 日本政策 投資銀行 が 「地銀 M ＆ A

ネ ッ トワーク」を組成 した 。

　 そ の 後は，金融庁の ア ク シ ョ ン プ ロ グラ ム やガ

イ ドライ ン に お い て M ＆ A 支援業務 や事業承継

支援業務 に関す る記述が見 られ る よ うにな っ た
〔3）
。

まず，2003 年 3 月 に公表 され た 「リ レ
ー

シ ョ ン

シ ッ プ バ ン キ ン グの 機能強化 に関す る ア ク シ ョ ン

プ ロ グ ラ ム 」 で は ，「取引先企業 に対す る経営相

談 ・支援機能 の 強化」 の 項 目に お い て ， 「コ ン サ

ル テ ィ ン グ業務，M ＆A 業務等の 取 引先企業 へ

の 支援業務が ， どの よ うな場合に銀行法等に おけ

る付随業務に 該当する か に つ い て の 具体的な考え

方等を ，平成 15年 6月末 ま で に 整理 の うえ公表

する」 との 方 向性が示 され た
。

そ して ， こ れを受

けて ，2003 年 6 月に 公表され た 「事務 ガ イ ドラ

イ ン （第
一

分冊 ：預金取扱 い 金融機関関係）の
一

部改正 に つ い て」 で は ， 「銀行 が ， 従来か ら固有

業務 と一体 とな っ て 実施する こ とを認 め られて き

た コ ン サ ル テ ィ ン グ業務 ，
ビ ジネ ス マ ッ チ ン グ業

務，M ＆ A に 関す る業務，事務受託業務 に つ い

て は，取 引先企業に 対す る経営相談 ・支援機能の

強化 の観点か ら，固有業務 と切 り離 して こ れ ら業

務を行 う場合 も 「そ の 他 の 付随業務」 に 該 当す る」

と の記述が な され，金融機関が リ レ
ー

シ ョ ン シ ッ

プ バ ン キ ン グの 機能 の
一

環と して 行う コ ン サ ル テ ィ

ン グ業務等取引先へ の 支援業務が付随業務に 該当

す る こ とが明確化 された 。

　 そ して ， 2005年 3 月 に 公表 された 「地域密着

型金融 の 機能強化 の 推 進に 関す る ア ク シ ョ ン プ ロ

グラ ム 」 に おい て も，要請事項 と し て ，M ＆ A

業務 も含め ， 取引先企 業に対す る経営相談 ・支援

機能 の 強化 に関する記述がな され て おり，地方銀

行の 業務推進 に大きな影響を与えたと考え ら れ る 。

「地域密着型 金 融」 の 基 本的 な考え方 と して は ，

「中小 ・地域金融機関は ， 間柄重視 の 地域密着型

金融 の 中心 的な担 い 手と して ，今後 と も地 域経済

の 活性化や 中小企業金融の 円滑化の ため に，そ の

機能強化に 向けた取組みを推進 して い くこ とが求

め られ る」 とされ て い た 。

　そ の 後 も，「中小 企業に お ける経営 の 承継 の 円

滑化 に 関す る法律」 の 施行 ， 「経営資源 融合を行

う中小企業 の 資本力強化事業」， 「中小企業経営力

強化支援法」 の 施行 な どの 施策が行われ，中小企

業 の M ＆ A 支援お よび事業承継支援の 領域 は，

新た な展開を迎え て い る 。

図 表 lM ＆ A ・事業承継支援業務 の 強化 を 後押 し す る 流れ

年　代 出　来　事

2  OO年 5 月 口本 M ＆ A セ ン ター
の 働き掛 けに よ り 「全国金融 M ＆ A 研究会」 が 発足 。

2001年 1月 日本政策投資銀行 が 「地銀 M ＆ A ネ ッ トワ
ー

ク」 を組成 。

2003年 3 月 金 融庁が 「リ レーシ ョ ン シ ッ プ バ ン キ ン グ の 機能強化 に 関 す る ア ク シ ョ ン プ ロ グ ラ ム 」 を 公 表 。

2003 年 6 月 金融庁事務 ガ イ ドラ イ ン の
一

部改正 に 伴 い，コ ン サ ル テ ィ ン グ等 の 業務 が 銀行付随業務 と して 明確化。

2005 年 3 月 金融庁 が 「地域密着型金融 の 機能強化 の 推進 に 関す る ア ク シ ョ ン プ ロ グ ラ ム 」を公表。

2008 年 10月 「中 小 企 業 に お け る経 営 の 承 継 の 円 滑 化 に 関 す る法 律 」 の 施 行。

2011 年 12月 経済産業省 ・中小企 業庁が 「経営資源 融合 を行 う中小 企 業 の 資本力強化事業 に つ い て 」 を 公表 。

2012 年 8 月 「中小 企業経営力 強化 支援法」 が 施行 さ れ，中小 企業に 対 して 専門性 の 高い 支援事業を行う経営革二新

等支援機関を認定 す る 制度を創設 。

（出 所 ）　 各種 資料 （
一

部 ヒア リン グを 含 む） に基 づ き 筆者 作 成。
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（2） 地 域密着型金 融の 基 本的な考え 方

　金融庁が 2013年 11月に 公表 した 「中小 ・地域

金融機関 向け の 総合的な監督指針」で は ， 地 域密

着型金融 の 目指す べ き方向と して ，図表 2 の よう

な記述が なされ てお り， 資金供給者と して の 役割

に と どま らず ， 「地域の 中小企業に 対する 経営支

援」や 「地域経済の 活性化 」に積極的 に 貢献 して

い くこ とが 期待 され て い る と い う こ と が 述べ られ

て い る 。

　 また，監督指針 で は，事業承継が必要な顧客企

業に 対 して 金融機関が提案す る ソ リ ュ
ーシ ョ ン の

一例 と して ， 「後継者の 有無や事業継続 に関 す る

経営者の 意 向等を踏 まえ つ つ ， M ＆ A の マ ッ チ

ン グ支 援 ，相続 対策支援 等 を実 施 」， 「MBO や

EBO 等 を実施す る 際の 株式買取資金 な ど の 事業

承 継時 の 資金 需要に対応」 と い うよ う に，M ＆ A

や事業承継に 関す る具体的な記述 もな され て お り，

こ の 指針 の 影響に よ り，M ＆ A ・事業承継支援

業務を強化す る 地方銀行が今後 もさ らに 増え て い

くと予想 され る。

2． ア ンケ
ー

ト調査結果の 分析

　本節で は ， 筆者が 2013年 2月か ら 3 月にか け

て 実施 した 「地方銀行 に よ る M ＆ A ・事業承継

支援 業務 に 関す る ア ン ケ
ー

ト調査」 の 集計結果 を

用 い て t 地方銀行 に よ る M ＆ A ・事業承継支援

業務 の 現状 に つ い て 明 らか に す る 。

（1） ア ン ケ ート調査 の 概要

　本ア ン ケ
ー

ト調 査 は ，
2013年 2 月か ら 3 月 に

か け て ，地方銀行 が手掛ける M ＆ A ・事業承継

支援 業務 の 現状 を明 らか に す る とと もに，今後 の

課題や 将来展望を明 らか に する こ とを目的 とし ，

「地 方銀 行 に よる M ＆ A ・事業承継支援業務 に関

す るア ン ケ
ー

ト調査」 の タイ トル で 実施 した
。 ア

ン ケ ー ト調査票は ，第一地方銀行 64 行 と第二 地

図表 2　 地域密着型金融 の 基本的 な 考え 方

（1） 地 域経済の 活 性化 や 健全 な発 展の た め に は，地 域 の 中小 企 業等が 事業拡 大 や 経 営改 善等 を通 じて 経 済 活 動 を

　 活 性化 して い くと と も に，地 域 金 融機関を 含め た 地 域 の 関係者 が 連 携 ・協力 しな が ら中小企 業等 の 経営努力 を

　積極 的 に 支援 して い くこ と が 重 要で あ る 。
な か で も， 地 域 の 情報ネ ッ トワ ークの 要 で あ り，人材や ノ ウ ハ ウ を

　有 す る地域金融機関に お い て は，資金供給者 と して の 役割 に と ど ま らず，地域の 中小企業等 に 対す る経営支援

　 や 地域経済の 活性化 に 積極的に 貢献 して い くこ とが 強 く期待 されて い る 。

｛2） こ の た め ， 地域金融機関は ， 経営戦略や経営計 画等の 中で ， 地域密着型 金融の推進 を ビ ジ ネス モ デル の
一

つ

　 と して 明確 に位置 づ け，自 らの 規模や 特性，利用 者 の 期待 や ニ
ーズ 等

 
を踏 ま え て 自主性 ・創造性を発揮 しつ

　 つ ，「顧客企業 に 対す る コ ンサ ル テ ィ ン グ機能 の 発揮」，「地域 の 面的再生 へ の 積極的な 参画」，「地域 や 利用者

　 に 対する積極的な 情報発信」 の 取組みを中長期的な視点に 立 っ て 組織全体 と して 継続的 に 推進す る こ と に よ り，

　顧客基盤の 維持 。拡大，収益力 や 財務 の 健全性の 向上 に っ な げて い くこ とが 重要 で あ る。

　 （注 ）　 信 用 金庫 及 び信 用 協同 組 合 は，地 域銀 行 に も増 して 規 模 や 人 員 に 制 約 が あ る場 合 が 多 い こ と に 加 え，相 互 扶 助
・
非 営

　 　 　 利 と い う特性 を有 して お り，取引先 （会員 ・組合員資格） が原 則 として 自らの 地区内の 小規模事業者 に 限定 さ れて い る。
（3） ま た ，地域金融機関が ，地域密着型金融 を 組織全体 と し て 継続的 に 推進 し て い くた め に は，経営陣が 主 導性

　を十分 に 発揮 し て
， 本部 に よ る 営業店支援，外部専門家 や 外部機関等 と の 連 携，職員 の モ チ ベ ーシ ョ ン （動 機

　付 け） の 向上 に 資 す る評価，専門的 な人 材 の 育成 や ノ ウ ハ ウ の 蓄 積 と い っ た 推 進 態 勢 の 整 備 ・充実
Gl）

を図 って

　 い くこ とが 重要 で あ る 。

　 （注）　規模や人 員に制約が ある場合が 多い 信用 金庫及 び信用 協 「司組合 に つ い て は ，中央機関 や 業 界団体 に よ る業務補完 ・支

　 　 　 援が 不 可欠で あ る。したが っ て ，こ れ らを 中心 と した地 域密着型 金 融 の 取組 み に 係 る業務，態 勢 整 備 の 連 携 等，業 態 内

　　　の 相 互 扶助の 実践 ・充実を 図 るべ く， 中央機関 。
業界団体 の 機能 充実 を通 じた 総合的 な取 組み を推進 す る こ と が必 要で

　 　 　 あ る。また，個別機 関は，そ の 自主的 な態 勢整備 ・強化に 加え て ，必 要 に 応 じ，中央機関 ・業 界団 体 の 機 能 活 用 を 通 じ，

　　　業態 内に お い て 相互 扶助の 特性を 十分発 揮す る こ とが重 要で あ る 。

（出所） 金 融庁 「中小 ・地 域 金 融 機 関 向 けの 総 合 的 な監 督 指 針 」 2013年 11月。
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図 表 3　地方銀行 に よ る M ＆ A ・事業承継支援業務 に 関 す る ア ン ケート調 査 の 概要

調査目的 地方銀行が手掛け る M ＆ A ・事業承継支援業務 の 現状を明 らかに す る とともに，今後 の 課題や将来

展望を明 ら か に す る こ と を目的 と し，ア ン ケ
ート調査 を実施 す る。

調査時期 2013年 2 月〜3 月

調 査 対象 合計 105行の 地方銀行 （第
一

地方銀行 64行 ， 第二 地方銀行 41行）

調査項 目 IM ＆ A 業務の 実施体制 （組織 ・人材） に 関す る 質問，　 H 事業承継支援業務 に 関す る質問 ， 皿M ＆

A 支援 業務 と連携 先 に 関 す る質問，IV地方 の M ＆ A 市場 の 動 lrl亅に 関 す る質 問，　 V 地方 の M ＆ A の

課 題 と将来展 望 に 関す る 質問

回 答 率 102行 （回答率 97．1％）

（出所）　 筆者作成。

図表 5 事業承継支援業務の 開始時期

方銀行 41 行 の 合計 105行に 郵送 し， 102行 よ り

回答を得た
〔

％

　本調査の 項 目は，図表 3 に示 され て い る通 り多

岐 に わ た るが，本論文で は，組織体 制 の 構 築 （開

始時期，人員の 数，内製化の 度合い ，連携先） と

方針 （手数料 の 重視 の 度合 い
， 支援先の エ リア と

規模） に 関す る項 目の み の 現状を明 らかに す る。

  　業務の 開 始時期

　まず ， 各地方銀行が ど の 時期に 当該業務 を開始

し た か に つ い て は ，図表 4 と図表 5 に示 されて い

る
〔
％ い ず れ の 業務 に つ い て も，1999年以 前に開

始 した 地方銀行が 約 2 割存在 し，約 6 割の 地方銀

行は 2000年代 （2000年〜2009年） に 開始 して い

る こ とが読み取れる。金融庁の アク シ ョ ン プ ロ グ

ラ ム や ガイ ドライ ン が 公表 され た時期 と重 複 して

お り，それ らが影響を与え た と考え られ る 。

　　　　 図表 4　M ＆ A 支援業務 の 開始時期

開始時期 回答数 ％

1999年以前 2019 ，6％

2000年代前半 （2000年〜2004年） 3938 ．2％

2 00年代後半 （2005 年〜2009年） 2625 ．5％

2010 年代前半 （2DlO年〜2013 年） 87 ．8％

現時点で は手掛 け て い な い
。 32 ．9％

N／A （不明 ・非開示） 65 ．9％

サ ン プ ル 数 102100 ．O％

（出所）　ア ン ケ
ー

ト調 査結果 に基づ き作成e

開始時期 回答数 ％

1999年以前 2322 ．5％

2000 年代前半 （2000 年〜2004 年） 2221 ．6％

2000年代後半 （2005年〜2009年） 4039 ，2％

2  10年代前半 （2  10年
〜2013年） 1211 ．8％

現時点で は手掛 けて い な い
。 22 ，0％

N／A （不明 ・非開示） 32 ．9％

サ ン プ ル 数 102100 ．0％

（出所 ）　 ア ン ケ
ー

ト調 査 結 果 に 基 づ き作 成 。

（3） 連携先

　当該業務を行 う上 で の 連携先につ い て は ， 図表

6 と図表 7 に 示 されて い る 。 まず，事業承継支援

業務 に つ い て は，「税理 士 」 と い う回答が圧倒的

に 多 くな っ て い る。そ の 他 に は，「コ ン サ ル テ ィ

ン グ ・フ ァ
ーム 」，「M ＆ A フ ァ

ーム 」，「中小 企

業投 資育成」 も比較 的多 くな っ て い る 。 M ＆ A

支援業務の 連携先に つ い て は ，「案件の 情報交換

先 」 と い う表現 で 調 査 が実施 され て い る が，「頻

繁に情報交換 を行 う こ とが ある」 と い う回答が最

も多い先 は，「M ＆ A フ ァ
ーム 」 であ っ た 。

　地方銀行 が M ＆ A 支援業務 に お い て ， 外部機

関と連携す る局面は 多様で ある 。 自行が カ バ ーし

て い る営業 エ リ ア 外で M ＆ A の 相手候補企業を

探す場合に は，他の 金融機関 （他の 地方銀行，大

手都市銀行 ， 政府系金融機関）や M ＆ A フ ァ
ー

ム と の 連携は
， 顧客企業の マ ッ チ ン グ先 の 選択肢
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を増や す hで 重要に な っ て くる 。 ま た ，現在 の 人

員で は対応 しきれな い くらい 多数 の 案件が進行 し

て い る場合や 過去に経験 し た こ とが な い 複雑な ス

キ
ーム の 案件 の サ ポ

ー
トをす る際に も外部機関と

の 連携 は極め て 有効 とな る 。 さ ら に ， M ＆ A の

相談の 受付の み行 っ て お り，エ グ ゼ キ ュ
ー

シ ョ ン

図 表 6　事業承 継支援業務 の 連携先 （複数 回答可）

連　携　先 回答数 ％

税理 士 9089 ．1％

弁護士 2120 ．8％

司法書士 19 18．8％

M ＆ A フ ァ
ーム 4140 ．6％

他 の 金融機 関 2019 ．8％

コ ン サ ル テ ィ ン グ ・フ ァ
ーム 5049 ．5％

投資 フ ァ ン ド 6 5．9％

中小 企業投資育成

（東京 ・大阪 ・名古屋）

3534 ．7％

中小 企 業診 断士 9 8．9％

商工 会議所 ・事業引継 ぎ支援

セ ン ター
2019 ．8％

公 認 会計 士 3029 ．7％

そ の 他 （　　　　　　　 ） 5 5．0％

サ ン プ ル 数 101 一

（注）　 そ の 他 で 「中小企業基盤 整備機構」 と記入 す る回 答が

　 複数存在 した 。

（出所）　 ア ン ケ
ー

ト調 査結果 に基づ き作成。

業務 を外部機 関 に 委託 して い る場合 に は，M ＆

A 案件 の す べ て の 局 面に お い て 外部機 関 と の 連

携が鍵 を握 る こ と に な る 。

　上記 の よ うな局面に お い て 状況 に 応 じて 外部機

関 と連携する こ と は，顧客企業が抱え る課題に 対

す る ソ リ ュ
ー

シ ョ ン の 提供 と い う観点 か ら， 地方

銀行 に と っ て は大きな意義を持 っ て い る。

（4） 業務体制 と手数料の 考え方

　地 方銀行が M ＆ A 支援業務を行 う上 で の 方針

に つ い て は，何 名体制で 業務 を行 う の か ，支援業

務を自行で 内製化 して手掛けるか，手数料 （フ ィ
ー）

を どの 程度重視 して 手掛け るか ， と い う点を明確

化す る こ とが 重要で あ る 。

　人 員 の 数 に つ い て は，「1〜3名」 と い う回答が

約 3 分 の 2 を占め，「4 名以上」 と い う回答は 約 3

分 の 1 で あ っ た （図表 8）。M ＆ A の
一般的な エ

グ ゼ キ ュ
ー

シ ョ ン業務 （相手候補企 業 の 選定，相

手候補企業へ の ア プ ロ
ー

チ ， 条件交渉）を 内製化

して い るかどうか に つ い て は，そ の 度合い に格差

が あ る （図表 9）。 手数 料 の ス タ ン ス に つ い て は ，

「あ る 程度 フ ィ
ーを重視 し て い る が，取引先 へ の

包括的な ソ リュ
ーシ ョ ン提供の 一

環 と して の色彩

もあ る」 とい う回答が最 も多 い 傾 向に あ る （図表

10）。 「M ＆ A 支援業務 を重要な収益源 と して 捉

図表 7　買 い ＝ 一ズ と売 りニ ーズ の 情報交換先 （自行内以外）

情 　報 　 交 　 換 　 先

頻繁 に 情報交

換 を 行 う こ と

が あ る

頻繁で は な い が

情 報 交 換 を行 う

こ とが あ る

ほ と ん ど情報

交 換 を 行 う こ

と は な い

サ ン プ ル 数

M ＆ A フ ァ
ー

ム 47 （48．0％） 41 （41．8％） 10 （10．2％） 98 （100％）

大手銀行 （政府系金融機関を含む）・証券会社 2 （2．0％） 72 （73．5％） 24 （24．5％） 98 （100％）

他 の 地 方銀行 （エ リア は問 わ な い ） 6 （6．2％ ） 46 （47．4％ ） 45 （46．4％ ） 97 （100％ ）

大都市に拠点を置き な が ら地方も カバ ーして い る大

手 ・中堅 の 税 理 士 法人 ・税 務 コ ン サ ル テ ィ ン グ 会社

18 （18．6％） 41 （42．3％） 38 （39．2％） 97 （100％）

地場 の 税理士 ・税務 コ ン サ ル テ ィ ン グ会社 11 （11．2％ ） 57 （58，2％ ） 30 （3α6％） 98 （100％）

商工 会議所 ・事業引継 ぎ支援 セ ン タ
ー 9 （9．2％） 35 （35．7％） 54 （55，1％） 98 （100％）

（出所）　ア ン ケ
ー

ト調 査結果 に 基づ き作成。
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図表 8　M ＆ A 支援業務 に 従事して い る人 員の 数

　　　　（兼任も含む ）

人　　数 回 答数 ％

0 名 （現 時点で は 手掛 け て い な い ） 33 ．1％

1〜3 名 6466 、0％

4 名以上 3030 ．9％

サ ン プ ル 数 97100 ．0％

（注） 兼任 も含めた 人数で あ る。 ま た，キ ャ ピタ ル 子会社や

　 コ ン サル テ ィ ン グ子 会社 で M ＆ A 支援業 務 に従事 して

　 い る人 員 も含ま れ て い る。
（出所）　 ア ン ケート調査結果 に基づ き作成，

図 表 9M ＆ A の
一

般的 な エ グ ゼ キ ュ
ー

シ ョ ン 業務

　　　 の 内製化の 状況

状　　況 回 答数 ％

す べ て の 案件 に お い て 内製化 して

手掛 けて い る 。

662 ％

内製化 して 手掛 け る こ とが多 い が，

案件 に よ っ て は外部機関と共同で

行 う場合 や 外部機関が 行 う こ と も

あ るG

4041 ，2％

内製化 して 手掛 け る こ と もあ るが，
外部機関 と共同 で 行 う場合や 外部

機関が 行 うこ と の ほ うが 多 い 。

3132 ．0％

相談 の 受付 の み 行 っ て お り，エ グ

ゼ キ ュ
ーシ ョ ン 業務 は外部機関 が

行 っ て い る 。

202D ．6％

サ ン プ ル 数 97100 ．O％

え て お り ， フ ィ
ー

を重視 して 手掛 け て い る」 と い

う回答も存在す る が， こ れ ら の 地方銀行が 地域貢

献の 視点を無視 して手掛けて い るわ けで はな い と

い う こ とは言うま で もな い
。

　人員 の 数が 「4 名以上」 と い う回答 は約 3分 の

1 で あ り， エ グゼ キ ュ
ーシ ョ ン業務に つ い て 「す

べ て の 案件 に お い て 内製化 して 手掛け て い る」 も

し くは 「内製化 して 手掛 け る こ とが多い が，案件

に よ っ て は外部機関 と共 同で 行 う場合や外部機関

が 行 う こ と も あ る」 と回答 した ケ ース が 46 行

（47．4％） と い う現 状か ら，地方銀行 に よ る 当該

業務 の 体制 に つ い て は格差 が あ り ， ま だ 発展途上

の 部分ある と い う見方 もで きる 。 こ の 点の 今後 に

つ い て は，既 に述 べ た よ う に， 金融庁 に よ り

2013月 11月 に公表 された 「中小 ・地域金融機関

向け の 総合的な監 督指針」の影響に よ り，本腰を

入れ る地方銀行が増加 して い くこ とが期待され る 。

〔5｝ 支援先の エ リ ア と支援対象企 業の規模感

　 自行が営業 して い る エ リア 内で 完結す る案件 と

エ リア外 の企業 と の M ＆ A 案件 の い ずれが多い

か に つ い て は ， 前者が多い とい う回答が大半を 占

めて お り，地域密着型の 案件が多い とい う傾 向が

読 み取れ る （図表 11）。 支援対象企 業の 規模感 と

（出所）　 ア ン ケ
ート調査 結果 に基づ き作 成。

図 表 ll　 エ リア 内 完 結 型 案 件 と エ リア 外 企 業 との

　　　　 M ＆ A 案件 の 傾向

図表 10　M ＆ A の 手数 料 （フ ィ
ー） の 重 視 の度合い

度　合　 い 回答数 ％

M ＆ A 支援業務 を重要 な収益源

と して 捉 え て お り，フ ィ
ーを 重視

して 手掛 け て い る。

66 ．2％

あ る程度フ ィ
ーを重 視 して い るが，

取 引 先 へ の 包括的な ソ リ ュ
ーシ ョ

ン 提供 の
一

環 と し て の 色彩 もあ る 。

62639 ％

ほ とん ど フ ィ
ーは重視 して お らず，

取 引先 へ の 包括的な ソ リ ュ

ー
シ ョ

ン 提供の
一
環と して 乎掛 け て い る

。

2929 ．9％

サ ン プ ル 数 97100 ．0％

（出所）　ア ン ケ
ー

ト調査結果に基づ き作成。

傾　　向 回答数 ％

圧倒的 に エ リア 内で 完結す る 案件

が 多 い 。

2425 ．8％

ど ち らか と い え ば エ リア 内で 完結

す る案件 の ほ う が 多い
。

4447 ．3％

両方同 じ くらい で あ る 。 1718 ．3％

ど ち ら か と い え ばエ リア 外 の 企業

との 案件 の ほ う が 多い 。

77 ．5％

圧倒的 に エ リ ア外 の 企業 と の 案件

が 多い
。

11 ，1％

サ ン プル 数 93100 ，0％

（出所） ア ン ケ
ー

ト調査 結果 に基づ き作成。
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図表 12　積極的 に M ＆ A を 支援 し て い き た い 領域

　　　　（複数 回答可）

売　上 　高 回答数 ％

年商 1 億 円未満 99 ，8％

年商 1 億円以上 3 億円未満 4144 ．6％

年商 3 億 円以 卜10億円未満 8289 ．1％

年商 10億円以上 50 億円未満 5762 ．0％

年商 50億円以上 2021 ．7％

サ ン プ ル 数 92 一

が多い と い う実態 が あ る 。 特に ，地理 的に大都市

（東京 ・名古屋 ・大 阪 ・福 岡）か ら離れ て い て ，

か つ 小規模企 業 の ニ ーズが多 い 地域 の 事業承継型

M ＆ A 案件 で の 地方銀行の 役 割 は特に増 して い

くと思われる 。 事業承継支援業務に つ い て も同様

で ， 地場 の 税理 士な ど と連携 し，地方銀行が手掛

ける局面 は，今後 も増加 して い くと予想 される 。

（2） 組織体制構築の た め の 方向性

（出所）　ア ン ケ
ー

ト調査結果に 基づ き 作成。

し て は ，数億 円か ら数十億 円の 売上高の 中小企業

の M ＆ A 支援 を志 向 して い る こ とが分か る （図

表 12）。
こ の こ とか ら ， 地方銀行が手掛け る M ＆

A の 規模 感 と して は ，大手銀行 や 証券会社が手

掛 け て い な い 中小 企業の 領 域に 積極 的で あ る と い

う こ とが読み取れ る。

3，若干の 考察

　本節で は ， 前節で 明 らか に した ア ン ケー ト調査

結果 を踏 まえ，地方銀行が M ＆ A 支援業務 ・ 事

業承継支援業務 を行 う必 要性 ・意義，組織体制構

築に 向けた方向性 ， 銀行経営の 視点に つ い て 考察

を行 う 。

（1） 地方銀行が 当該業務を行う必 要性 と意義

　地方銀行が M ＆ A 支援業務を行 う必要性 に つ

い て は，地方 で 後継者問題を抱え る 中堅 ・中小企

業が増加 して い る こ とが背景 として あ るが，大手

銀行や 大手証券会社が 手掛 けて い な い （あ る い は

手掛け る こ とが 困難な）小規模 M ＆ A 案件 を地

方銀行が支援す る こ と に意義が あ る。

　ア ンケー ト調査 で は ， 数億円〜数十億 円程度 の

売上高 の 企業 の M ＆ A を積極 的に支援 して い き

た い と い う地方銀行が多か っ た 。 また，エ リア 内

で 完結す る M ＆ A 案件 の 支援が 多 い と い う回答

か ら も，地 域経済 へ の 貢献の 要素の強 い 中小 案件

　 ア ン ケ ー ト調査結果か ら読み 取れる よ う に ，M

＆ A 支援業務の 人員 や 業務の 内製化の 度合い に

つ い て は 現状で は格差が ある 。 体制に 関す る課題

と して は ， 限 られた人員の 巾で ニ ーズ の 多い 小規

模案件をい か に効率よ く進め て い くか と い う点が

あ げ ら れ る 。 こ の 点に つ い て は，当該地域で ニ ー

ズ が増え て い き，行内で 体制強化 に対す る理解が

深まる に つ れ て ，人員の 拡充や ノ ウハ ウ の取得 の

た め の 投資が積極的に行われ て い くと予想される 。

ま た，自行の 人材の み で は対応 で きな い場合 は，

外部機関 との 連携が鍵 とな っ て くる こ とか ら， ど

の 機関と連携す るか と い う意思決定 も重要 に な っ

て くる 。

　さ ら に ， 銀行 の 本部で M ＆ A や事業承継を支

援する 体制を整備する こ と に加え て，営業店 の支

店長や法人 営業担当者の 意識を向 ヒさせ て ， 本部

と営業店 が連携 して ニ ーズ を把握す る仕組み を構

築す る こ とが必要で あ る 。 そ して ， 体制を整備 し

て い くと 同時 に ，M ＆ A を活用す る 企 業側 に 対

して，自行が当該業務を手掛 けて い る こ との 周知

をす る た め の 適 切な PR 活動を 行 う こ と も必 要 に

な っ て くる。 金融庁の 「中小 ・地域金融機関 向け

の 総合的な監督指針」 にお い て も，「単な る 金利

の 高低 で は計 れな い 地域密着型 金 融 の メ リ ッ ト

（コ ン サ ル テ ィ ン グ機能や長期的 ・安定的な 金融

仲介機能の 提供）を地域の 利用 者に広 く理解 して

もらうた め に は，積極的な情報発信，PR が必 要

で あ る」 と述 べ られ て い る と同時 に ，「発信す る
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情報は，金融機関の 創意工 夫に よ り，利用者が興

味や 関心 を持て る具体的で 分か りやす い 内容とす

る こ とが重要で あ る 」 と記 載 され て お り，地方銀

行が 当該業務 を手掛 け て い る と い う存在を中小企

業 に知 っ て もら う括動が求め られ て い る 。

　今後 ， 地方銀行が地域 中小企業 と接す る上で 求

め られる姿勢 と して は ， 日々 の リ レーシ ョ ンを重

視 し， 経営課題を有す る顧客企業に対す る 「提案

型営業」 を行 う取 り組み が 積極的に行わ れる こ と

が期待 され る。 金融庁の 「中小 ・地域金融機関 向

け の 総合的な監督指針」 に も，「地道な企業訪問

や経営相談 ・経営指導な ど ， 短期 的な効果 の 測定

が必ず し も容易で な い 継続的な取組み に 関する姿

勢や活動を評価 ・推進 して い くた め の 工 夫が必要

で あ る」 と記 述 され て い る。 ま た ， 「地域金融機

関の コ ン サ ル テ ィ ン グ機能 は，顧客企 業 との 日常

的 ・継続的な関係か ら得 られ る各種情報を通 じて

経営 の 目標や課題を把握 ・ 分析 した上 で ，適切な

助言 な どに よ り顧客企業 自身 の 課題認識 を深め つ

つ ，主体的な取組み を促 し，同時に，最適な ソ リ ュ

ー

シ ョ ンを提案 ・実行す る ， と い う形 で発揮 され る

こ とが
一般的である」 と も記述されて お り，こ の

視点 を重視 して 顧 客企業 との 密接な リ レーシ ョ ン

を構築す る こ とが重要な鍵 とな る 。

〔3） 銀行経 営の 視点

　銀行経営の 視点か ら，M ＆ A 支援業務 ・事業

承継支援業務 の位置付 けに つ い て考え て み る と，

本業で ある融資業務以外 の 収益源泉 の 多様化 の
一

手段 と捉 え られ る 。 そ の 意味で は，M ＆ A 支援

業務の 手数料 の ス タ ン ス を 明確化す る と い う こ と

が 重要 な 問題 と な っ て くる 。 地方銀行が，手数料

を過度 に重視 して著 し く高 い 収益 目標を設定 して

しま うと ， 規模 の 大き い 案件に 注力 しが ち に な っ

た り，エ リア 内で ニ ーズ の 多い 小規模案件の 支援

に 消極 的 に な っ た りす る と い う こ とも起 こ りう る

の で 注意が必要 で ある 。

　地方銀行が手掛け る地域 中小企業の M ＆ A に

おける手数料 の 考え方の 方向性 と して は，銀行の

収益 源 泉の 多様化 の み の 視点で はな く，地域経済

の 活性化 の 視点 と の バ ラ ン ス が 重要で あ る 。
こ の

視 点は ， 金融庁 の ア ク シ ョ ン プ ロ グ ラ ム に あ る

「地域密着型金融」 の 考え 方 と一致する もの で あ

り， 地方銀行の 業務推進 に おけ る
一

つ の 道筋に な

ると考え られ る 。

　筆者 は ，中小企業 の M ＆ A に おける 手数料の

問題 は，極め て 難 し い 論点で あ り今後 も重要な 論

点 と して 議論が継続 されて い くと考え て い る 。 難

し い 論点で は あ るが，著 しく安 い 価格 で 受託 した

り，手数料を徴収せ ずに 受託 した りす る こ と は，

サービス の 質 の 低下を招 く恐れ もある こ とか ら注

意が必 要で あ る。 逆 に ， 質の 高 い M ＆ A 支援 を

行 い，地 域に と っ て 意義の あ る M ＆ A を成約 に

導い て い けば，結果と して地域経済の 活性化 に つ

なが る もの で あ る と考え られ る 。

　別 の 観点 で は ，地方銀行が 于数料に 関 して 抱え

て い る課題 と して ，特に 小 規模な案件 に お い て ，

サポ
ー

トを受け る企業側 に 手数料を支払 う と い う

意識が希薄 で あ り， 銀行側 も手数料を徴収 し に く

くな る と い う点が あげら れ る 。 こ の点に つ い て は，

中小 企業に も理解 が得 られ るよ うな説明 を
一
亅
．
寧 に

行 う こ と と ， 実績を積み 重ね て い くこ とで 理解 が

得 られ る よう に な っ て い くと思われ る。

お わ りに

　以 上，地方銀行が M ＆ A 支援業務お よ び 事業

承継支援業務 を行 う意義 と必 要性を明 らか に し，

組織体制の 強化を行 う上 で の 留意点や 今後の あ り

方に つ い て 考察 した
。 後継者問題を抱え る地域 中

小 企業の 事業承継ニ ーズが増加 して い く中で ， 金

融庁 も 「地域密着型金融」 を推進 して お り， そ の

ソ リ ュ
ーシ ョ ン を提供 で きる主体 と して の 地方銀

行の 役割は増 して い くが，銀行の 収益源泉の 多様
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化 の 視点の み で はな く，地域経済 の 活性化 に結び

付 く案件の 創 出が 期待され る 。

　
一般 に ，中小企業は，大企業 と比較 して ，M ＆

A 手数料を支払 う とい う意識 が希薄で あ る と い

わ れ て い る。 地方銀行が小規模案件に も本腰 を入

れ て前向き に取 り組める よ うにな る た めには， rl
．
1

小企業 に対す る手数料の 理 解を深め ると い う こ と

も今後の 大きな課題で あ る と考え られ る 。 過度に

採算を度外視 して 業務を遂 行す る こ とは ， 銀行経

営上好 ま し くな い こ とか ら，中小企業 に理解が得

られ る よ うな 働き か け や啓蒙を行 っ て い く必要が

あ る 。

　本論文で は深 く掘 り下げ る こ と は行わ な か っ た

が ， 地 方銀行が 当該業務を手掛 ける こ と の難 しさ

や注意す る必要が あ る留意点は 多い 。 例え ば ， 専

門性 の 高 い 業務 （M ＆ A ，事業承継） の 担当者

の 人事異動 の あ り方，M ＆ A 取引 に おける 利益

相反 の 考え 方 の 認 識 （片側 ア ドバ イ ザ リ
ー
業務か

仲介業務 か ），公的機関 と の 連携の あ り方，な ど

の 論 点は今後特 に 重要 に な っ て くる と 思 われ る
。

　今後の 研究課題 と して は ， 企業側の 意識 との 比

較 ・分析が必 要 とな る。 具体的には ， 本論文で 明

ら か に した銀行の 視点で の 当該業務の 方向性 に加

え，支援を受 け る企業側 の 意識を調査 し， 認識の

共通点や意識の 乖離の存在に つ い て解明する こ と

に は重 要 な意義があ る。ま た，一部 の 先進的な 信

用金 庫 も M ＆ A 支援業務 ・事業承継支援業務を

開始 し て い る こ とか ら， さ らな る 小規模企業 の

M ＆ A の 領域 の 現 状 を解明す る 目的で ，信用金

庫へ の ア ン ケ
ー

ト調査を行 う意義 もあ る と考え ら

れ る 。 これ ら の点 に つ い て は，筆者 の 今後 の 研究

課題 と した い
。

　付記

　本論文 に お け る ア ン ケ ート調 査 は，平成 24年度東

洋大学井上 円了 記念研究助成 に 基づ い て 実施 され た も

の で あ る。

　　　　　　　　　　 〈注〉

（1）　 日本で は，中小 企業 の M ＆ A 件数を 網羅的 に

　　集 計 した 統 計 データが 存在 しな い た め，実際 の 案

　　件の 増加傾向を具体的な 数字で 示す こ と は 困難 で

　　あ る 。
こ れ は 中小企業の M ＆ A の 当事者 （特 に

　　売手の オーナー経営者） が風評 リス ク を 恐れ て 積

　　極的 に 開示 しな い た め表 に 出に くい とい う実態な

　　どが 存在す る こ と に よ る と考 え られる 。 また，各

　　地方銀行 が ア ドバ イ ザ ーと して 関与 した 案件 の 件

　　数 に つ い て も，「地 域密着 型 金 融 の 推 進 に 関す る

　　取組 み状況 1な どの 開示資料で
一
部記載され る こ

　　と もあ る が，記載 して い る地方銀行は少数 に と ど

　　ま っ て お り，網羅性 に 欠 け る 。 中小 企 業 の M ＆

　　A 件数 の 増 加 傾 向 の 一つ の 指 標 とな る も の と し

　　て は，M ＆ A 仲介会社の 開示資料 に記 載さ れ て

　　い る案件 の 実績件数 が参考 に な る。例え ば，中堅 ・

　　中小 企業の M ＆ A 仲介で 実績 の あ る 日本 M ＆ A

　　セ ン タ
ー

（東証
一．・

部上場） の 2013 年 3 月期の 決

　　算説 明資料 に よ れば ，2010年 3 月期 が 66件 ，

　　2011年 3月期 が 83件，2012年 3月期 が 106件，

　　2013 年 3 月期 が 110件 と成約案件数 は右肩 上 が

　　り に 推移 して い る Q

（2） 地 方 銀 行 の M ＆ A 支援業務 や事業承継支援業

　　務 に つ い て 触 れ られ て い る報告書 と し て は，内閣

　　府経済社会総合研究所 （2007）が 存在す る 。 こ の

　　他 に は，金 融庁や 全 国地 方銀 行協会が ま とめ た事

　　例 集 な ど で ，各 行 の 取 り組 み の 一部 を把 握 す る こ

　　とが で き る。

（3） 本節で 触れ た 金 融庁の 指針 に つ い て は ， 「リ レ
ー

　　シ ョ ン シ ッ プバ ン キ ン グの 機能強化 に 関す る ア ク

　　シ ョ ン プ ロ グ ラ ム 」 （2003年 3 月 28 日），「事務

　　ガ イ ドラ イ ン （第
一

分冊 ：預金取扱 い 金融機関関

　　係） の
一

部改正 に つ い て 」 （2DO3 年 6 月 30 日），

　　「地域密着 型 金 融 の 機能強化 の 推進 に 関 す る ア ク

　　シ ョ ン プ ロ グラ ム 」 （2005 年 3月 29 目），「中小 ・

　　地域金融機関向けの 総合的な 監 督指針」（2013年

　　11月） に 詳 しい。

（4 ）　キ ャ ピタ ル 子会社 や コ ン サ ル テ ィ ン グ 子会社で

　　M ＆ A ・事業承継支援業務 を 手掛 け て い る場合

　　に は，当該子会社へ 送 付 して 回答 を得 た ケー
ス も

　　存在する。

（5） 地 方銀行 に よ っ て は参 入 した 年 が 正 確 に 特定化

　　で き な い 場合もあ る こ とか ら，回答 の 選択肢とし

　　て は，「1999年以前」，「2000 年代前 半 （2000 年〜

　　2004年）」，「2000年代後半 （2005年〜2009年）」，

　　「2010 年代前半 （2010 年
〜2013年）」， 「N／A （不

　　明 ・非開示）」 と設定 した 。 な お，当該業務 を 担

　　当す る 専門チー
ム を組成す る前 に，案件ご とに対
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応 して い る ケース な ど も広義の 業務 と して 捉 え る

こ とが適切で あ る と考え，調査票に は，「相談受

付 の み の 場合も含む 」 と記 し，ま た 「合併 や統合

を経 て 現 在 の 体 制 に 至 っ て い る場合 は統 合前 の 最

初 の 開始年をご 選択下 さ い 」 との 文言を付 した 。

　　法 と して の バ イ ア ウ ト」 日 本バ イ ア ウ ト研究所編

　　「事業承継とバ イ ア ウ ト』中央経済社，pp．3
−32．

中井透 （2009） 「事業承継 と M ＆ A 」坂本恒夫 ・鳥邊

　　晋 司 編 「ス モ
ー

ル ビ ジ ネ ス の 財務 』中央経済社，

　　pp．85
−102．
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                                 Abstract

   In recent  years, the number  of  small  and  rnid-cap  M  &  A  transaction  have  increased rapidly

in Japan. Most  of  regional  financial institutions (regional banks and  second-tier  regional  banks)

sets up  the M  &  A  advisory  section,  Advisory  section  of  regional  bank supports  to M  &  A  trans-

action  of  small  and  mediurn  enterprisc.

   The  purpose  of  this paper is to analyze  the stance  of  M  &  A  advisory  section  in regional

banks. This paper  is organized  as  follows. The  first section  shows  trend of  promotion  of  region-

based relationship  banking. The  second  section  unveils  the results  of  a  questionnaire targeting

the 105 Japanese regional  banks. The  third section  considers  the policy of  operations  about  their

M  &  A  support  service.
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